平成18年12月6日　総務グループ

■　意見書の取り扱いに関する総務グループ素案
　　①　提案者は「市民会議」会員を原則とする。一般市民は各種P Iで聴取可能
　　②　全ての意見書や提言は事務局（経営企画課）を通じて運営委員会に提起
　　③　提出者は必ず宛先を明確にし、作成の責任者を明示する
　　④　運営委員会の責任で、誹謗、中傷、煽動は排して、建設的意見のみ提案者確認の上、全体会に付議するか運営委員会による説明で済ませるかを決める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
※　意見書の取り扱いに関する素案は、基本的に、第14回全体会で報告し了承を得た内容である。木上氏意見書については、運営委員会で関連する議案を討議するときにそれぞれ参考にさせていただくこととし、項目ごとに回答することはしない。
